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研究成果の概要（和文）：グローバル市場を重視する企業では、現地人材の管理職への登用が進んでいる。海外
進出の歴史の長い在欧米の日系企業では、社長が現地人材や第三国籍人材である場合が50％を超える企業もあ
る。また、アジアにおける現地化も進んでおり、M&Aの増加もこれを後押ししている。この間、日本企業の国際
人的資源管理も大きな変容を遂げている。これまでの日本企業は主に人材育成に重点を置きながら、現地人材の
育成や確保に努めてきた。近年、国内では役割等級制度が導入され、それを基にグローバルな評価制度も導入さ
れた。このように、日本企業は人材育成に加えて、グローバルな評価制度を導入しながら、グローバル人材の活
用を発展させている。

研究成果の概要（英文）：In companies prioritizing the global market, the promotion of local talent 
to managerial positions is advancing. Among Japanese companies with a long history of overseas 
expansion in Europe and the U.S., some have over 50% of their presidents being locals or 
third-country nationals. Additionally, localization in Asia is also progressing, with an increase in
 M&A further propelling this trend. During this period, there has been significant transformation in
 the international human resource management of Japanese companies. While Japanese companies have 
traditionally focused primarily on talent development, they have also made efforts to nurture and 
secure local talent. In recent years, a role classification system has been introduced domestically,
 upon which a global evaluation system has also been implemented. In this way, Japanese companies 
are not only focusing on talent development but also enhancing the utilization of global talent by 
introducing a global evaluation system.

研究分野： 経営学・国際経営・人的資源管理

キーワード： 国際人的資源管理　グローバル人材　多国籍企業　現地化
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究はIHRMという概念を用い、本社の人的資源管理に着目した。その結果、海外戦略が人的資源管理に影響を
及ぼし、グローバル人材の活用が進むことが明らかになった。これまで本国中心的経営であると批判されてきた
日本の経営は、本社の海外戦略、人材戦略が複合的に影響を及ぼしながら、長期雇用を前提とした人材育成など
の強みや優位性を活かした仕組みに基づいたものであることが分かった。近年、役割等級制度をベースとしたグ
ローバルな評価制度が導入さている。M&Aの加速も影響し、日本企業は人材育成に加えて、グローバルな評価制
度を導入しながら、グローバル人材の活用を発展させている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
1980 年代より、欧米企業と比較して、日本企業は日本人海外派遣者を中心に海外子会社の経営

を行う傾向があると批判されてきた。これは、現地人材を積極的に活用するという意味でヒトの
現 地 化 の 課 題 と 呼 ば れ た ( 小 林 1980, 今 野 1982, 佐 藤 1984, United Nations1992, 
Rosenzweig1994)。1980～90 年代を通じて、この課題に関する調査が行われ、その要因分析が
行われた結果、日本企業は海外子会社に終身雇用や年功序列賃金などの日本的な長期雇用の慣
行を導入するため、現地の優秀な人材が採用できない、あるいは採用出来ても、離職率が高くな
る傾向があることが明らかになった。つまり、そこでは日本企業が日本的な人的資源管理をいか
に現地適応させることが出来るかということが問題解決の焦点であった（石田 1989）。これらの
既存研究においては、国内と海外の人的資源管理を別々に捉えていたという特徴がある。当時の
日本企業の所有する海外子会社は現在と比較して、比較的小規模かつ少数であった。多国籍企業
全体の組織規模はそれほど大きくはなかったため、日本人海外派遣者を中心とした二か国間で
の異動が主流であったからである。 
2000 年以降、国内市場の飽和、そして中国、旧ソ連、東欧の資本主義化により新興国を中心に

日本企業の海外進出に拍車がかかっている。このグローバル化の流れは日本企業の人材戦略に
次のような影響を及ぼしている。（１）海外子会社数増大により、管理職ポストに多くの日本人
の派遣を見込んでいるが、その育成が十分に間に合っていない。また、その派遣コストは増大し
ている。そのため、（２）現地市場や社会により精通する現地人材の管理職登用を積極的に進め
たいとする企業が増えているが、実際には、日本から数年交代で派遣される海外派遣者が海外子
会社の管理職に登用され、現地人材の昇進経路は断たれており彼らのモティベーションを低下
させている。特に、近年、成長の著しい中国では年功的な賃金制度、そしてこのキャリアのグラ
スシーリングが原因となり日本企業に優秀な人材が集まりにくい傾向にあることが問題となっ
ている（白木 2005）。80 年代より現地人材の離職率が高い状態は続いており、日本人海外派遣
者の管理職への登用は継続されてきたが、近年の国内市場の飽和や新興国市場への進出による
組織規模の拡大により、現地人材の管理職への登用を積極的に進める企業は確実に増えている。 
以上のことから、グローバル人材とは、日本人のみならず現地人材を含む管理職やその候補者

を指し、日本企業はこれらの人材を対象とした人的資源管理を検討する必要がある。具体的には、
現地人材の採用、育成、昇進の在り方やキャリア形成、評価・報酬制度の見直しを通じモティベ
ーション向上の維持と離職を防ぐ。加えて、日本人、現地人材が国内外で自由に配置・異動が可
能となる仕組みや世界共通の評価・報酬制度の検討である。2000 年以前のように、人的資源管
理を国内と海外で二分して捉えるよりも、むしろ今後は、ある一定レベル以上の管理職の人的資
源管理については、一つの大規模組織における世界共通の人的資源管理として捉えることが重
要となる。そこで、本研究は、本国、現地国、第三国で活躍するグローバル人材にどのような人
的資源管理（採用、育成、配置、評価、賃金・報酬）を行うのかというフレームワークを提示す
る Dowling.et.al(2013)の国際人的資源管理（International Human Resource Management;以
下 IHRM）を理論的な基盤とする。人的資源管理施策を考案するのは本社人事部である。グロー
バル化により海外子会社の数は増大し、組織の規模が拡大する中、組織の中枢機能を担う本社の
役割の重要性は増している。しかし、この本社人事部の役割については、先行研究ではほとんど
触れられていない。また、先行研究のほとんどは、国内外の人的資源管理を二分して捉えてきた
が、本研究では研究対象を本国人材、現地人材（第三国籍人材）とし、本社人事部の役割とその
人的資源管理に着目する。 
 
 
２．研究の目的 
これまでの研究から、現地人材の活用を積極的に行っている企業がある一方で、消極的である

企業があることも分かっている。この違いを次の三つの関係性から明らかにすると共に、それら
の変化の過程にも着目する。本研究では具体的に、①本社の海外戦略が海外子会社の人材戦略に
影響を及ぼし、次に、②海外子会社の人材戦略により本社の人的資源管理施策が変化し、③その
人的資源管理施策の内容の充実度によって現地人材の海外子会社での管理職登用や本社での活
用度の割合が変化すること、について明らかにする。 
以下①～③を具体的に説明する。企業は市場の動向をみて海外戦略を立てる。例えば、近年、

中国の売上が伸びていれば、中国での生産・販売を強化する海外戦略を立てる。この海外戦略を
基に、企業は海外子会社の人材戦略を決定する（①）。つまり、中国での生産・販売を増大すれ
ば、本社からの技術や知識の移転頻度は高くなる。また、日本企業の中国進出の歴史は欧米に比
べて浅い。これらの理由から、この場合、日本人海外派遣者を中心とした海外子会社管理を行う
可能性は高くなる。逆に、欧米のように進出の歴史が長く、現地人材の育成が進んでおり、販売
のみを強化する場合には、日本企業の内部と現地市場や社会に精通する現地人材を活用する可
能性が高い。この海外子会社の人材戦略を基に、本社人事部は人的資源管理施策の計画を立てる。
例えば、現地人材を積極的に活用する人材戦略の場合には、現地人材の逆出向や研修は強化され、



日本人海外派遣者とのバランスを考慮した評価・報酬制度が導入する。その結果、現地人材の海
外子会社や本社での活用の割合が増加する。 
 
 
３．研究の方法 
第一に、文献研究を通じて、IHRM、現地化、そしてグローバル人材に関する概念整理を行い、

理論枠組みの構築、命題及び仮説の導出を行う。第二に、この理論枠組みに基づいて、日本の製
造業、特に電子電気企業を中心としたインタビューによる定性的な事例研究を行う。第三に、事
例研究で得た発見事実を基に、再度理論枠組みを見直し、事例研究で対象となった日本企業を中
心とした質問票調査による定量的な実証研究を行う。第四に、これらの結果に理論的・実践的な
意味づけをした上で、国内外の学会や学術誌への論文投稿にて報告を行う。 
 
第一段階：命題及び仮説の導出と理論枠組みの構築 
 現地化、グローバル人材、そして IHRM 研究に関する先行研究を検討し、一方で、2003 年より
継続して実施している企業インタビュー調査の資料を整理した。これを基にパイロット調査を
行い、本研究の理論枠組みの構築、命題・仮説の導出を行なった。 
  
第二段階：事例研究（第一次インタビュー調査） 
 文献研究、過去のインタビューの資料整理、パイロット調査を通じて精緻化された理論枠組み
に基づき、本格的な事例研究を行った。これにより、2003 年からの継続して行っているインタ
ビュー調査の結果と比較し、その歴史的プロセスについて検討した。 
  
第三段階：質問票調査と事例研究（第二次インタビュー調査） 
事例研究におけるデータを整理し、命題及び仮説の見直しと理論的枠組みの再検討を行った

上で、質問票調査による定量分析を行った。また、同時に何社かの事例分析を行った。 
 

第四段階：事例研究（第二次インタビュー調査）と成果報告 
日本企業数社の事例研究を行い、第一次インタビュー調査との比較を行った。理論的、実践的

な意味づけを行ったうえで、論文を作成し、さらに海外の学会で報告を行なった。 
 
 上記の「研究の方法」の概略を図示すると、次の＜図表１＞のように要約できる。 
 

 

＜図表１＞：研究計画・方法の概要 

具体的な内容 第

一

段

階 

第

二

段

階 

第

三

段

階 

第

四

段

階 

研究統括 ● ● ● ● 

理論枠組みと

仮説・命題の

導出 

文献サーベイ ● ● ● ● 

過去のインタビュー資料の整理 ●    

企業アニュアルレポートの整理 ●    

データベースの作成 ● ● ●  

パイロット調査 ●    

実証研究 インタビュー調査  ● ● ● 

質問票調査   ●  

発見事項の整理   ● ● 

成果報告 学会報告  
  

● 

学術雑誌に投稿  
  

● 
 
 
 
 
 



４．研究成果 
研究の結果、グローバル市場を重視する企業では、人材育成に比重を置きながら、加えて、グ

ローバルな評価制度を導入することにより、現地人材の管理職への登用を徐々に進めているこ
とが明らかになった。海外進出の歴史の長い在欧米日系企業では、社長が現地人もしくは第三国
籍人材である場合が 50％を超える企業もある。また、中国を含むアジアにおける現地人材の管
理職への登用も以前に比べて進みつつある。さらには、現地人材の日本や第三国への出向も増え
ている。M＆Aの増加もこれを後押ししている。 
 これまで、日本企業は欧米系企業に比べて、現地人材の管理職への登用に消極的であると批判
された。従来の研究は、現地化を一時点で捉えて考察したものが多く、また、日本的経営は海外
で通用するのかという点に着目するものが多かった。本研究では、IHRM という概念を用いて、
多国籍企業の中心となる日本本社の戦略的な人的資源管理に着目した。具体的には、企業の海外
戦略が人的資源管理施策に影響を及ぼし、その結果、グローバル人材の活用に影響を及ぼすとい
うことが明らかになった。 
実際に、現地人材の登用は進みつつあり、これまで本国中心的であると批判されてきた日本的

なマネジメントは、本社の海外戦略、人材戦略が複合的に影響しながら、長期雇用を前提とした
人材育成など、その強みや優位性を活かした仕組みに基づいて行われていることが分かった。近
年、日本企業では、国内外の管理職の評価を透明化するために、役割等級制度を基本としたグロ
ーバルな評価制度が導入さている。また、M&A の加速も影響し、日本企業では人材育成に加えて、
このような評価制度を導入することにより、グローバル人材の活用を進展させている。 
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